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要 約 

本稿では、津波漂流物が衝突し得る建築物の応答に着目した構造設計法を確立することを

目的に、船舶およびコンテナが建築物に衝突する際の衝撃外力について、津波来襲時の記

録映像および関連する既往研究に基づき検討した。その結果、津波漂流物の衝突速度が津

波流速と等しいこと、漂流物がその長手方向に衝突すること、その衝突位置が十分剛と仮

定した床であること、をそれぞれ仮定した衝突を想定し、その時に生じる衝撃外力を、船

首の破壊強度およびコンテナの衝撃外力を評価する既往研究に基づき、矩形パルス波によ

り設定することを提案した。 
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1.はじめに 

 

2011年東北地方太平洋沖地震による甚大な津波被害を鑑み、津波外力に対する建築物の設計法が国土

交通省告示に示された1)。本設計法には、津波波力や浮力に対する定量的な安全性検討手法は示されて

いるものの、津波漂流物衝突時の衝撃外力に対する定量的な安全性検討手法は示されていない。過去の

津波被害調査結果によると、津波漂流物の衝突に起因する建築物の被害事例が報告されており2)、その

衝撃外力に対する構造設計法の確立が急がれる。津波漂流物衝突時の衝撃外力については、衝突実験に

よりその定量的な評価が試みられているが例えば3)～5)、未だ統一的な設計式を得るには至っていないのが現

状である。そこで本稿では、津波来襲時の記録映像資料および関連する既往研究に基づき、津波漂流物

衝突時の衝撃外力について検討を行う。 

本検討は、衝突に至る以前の漂流過程と、その後の衝突過程に分けて行うこととした。すなわち、まず

津波漂流物の漂流挙動を考察することによって漂流物の衝突速度や方向などの衝突条件を定め、次にその

条件のもとに生じる衝突挙動を考察することによって衝撃外力を検討する。なお、津波来襲時には瓦礫や

自動車、家屋など様々な漂流物が見られたが、ここでは広く一般に漂流が確認され、かつ衝突により建築

物の応答に重大な影響を及ぼし得る比較的大規模の漂流物として、船舶およびコンテナを検討対象とする。
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2.津波漂流物の漂流過程の検討 

 

津波漂流物衝突時の衝撃外力は、漂流物が有する運動量（すなわち漂流物の質量と速度の積）や、漂

流物および被衝突物の剛性および強度により、その大きさや継続時間が変化する。そのため、漂流物の

漂流過程により定まる衝突時の条件において、主に衝突速度、衝突時の方向、および衝突位置、の三要

素が衝撃外力を左右する重要な要因であると考えられる。しかし、漂流物の複雑な漂流挙動を正確に予

測することは一般に困難なため、ここでは津波来襲時の記録映像資料および関連する既往研究を総合的

に勘案し、以下のように衝突時の三条件を定めることとする。 

 

2.1 津波漂流物の衝突速度 

まず、津波漂流物の衝突速度について、津波来襲時の記録映像6)を用いて津波流速と漂流物の漂流速

度を比較することにより、例えば気仙沼市では津波流速が5.7m/s程度の場所において、総トン数305トン

の船舶が5.6m/s程度で漂流するなど、漂流物が概ね津波流速に等しい速度で漂流することを確認した。

また、銚子市における船舶が海岸構造物に衝突する記録映像7)では、船舶が漂流速度を保ったまま、減

速することなく海岸構造物に衝突する様子を確認できる。一方で、漂流距離と漂流速度の関係を検討し

た解析結果においても、漂流距離の増加とともに漂流速度は流速と同程度に収束することが確認されて

いる8)。よって、漂流物の衝突速度は流速に等しいとして衝撃外力を設定する。 

 

2.2 津波漂流物の衝突時の方向 

次に、漂流物の衝突時の方向については、船舶およびコンテナの長手方向に衝突する場合、短手方向

に衝突する場合、両者の中間的な状態として斜め方向に衝突する場合、のいずれも想定されるが、ここ

では衝撃外力が最大となる漂流物の方向として、以下の検討事例を参考にその衝突方向を設定した。す

なわち、まず、棒状の物体が衝突するときの応力波に着目して得られる衝撃外力は、材軸方向での衝突

時の方が、材軸と直交する方向での衝突時よりも大きいことが理論的に考察されている9)。また、津波

来襲時の記録映像資料においても、船舶が船体の長手方向に衝突して建築物に損傷を与えた事例が複数

確認された例えば2), 10)（図1にその事例を示す）。一方、漂流物が斜め方向に衝突する時には、衝突により

漂流物が回転し、その回転エネルギーに衝突エネルギーが消費され、長手方向での衝突時に比べ衝撃外

力が低減されることが指摘されている8)。以上を勘案し、津波漂流物の衝突は、衝撃外力が最も大きい

と想定される長手方向での衝突を考慮することとする。 

 

   
図1 船首衝突により崩壊した建築物（釜石市）2) 

 

2.3 津波漂流物の建築物における衝突位置 

漂流物の建築物における衝突位置については、漂流物の衝突により外壁が損傷した事例が複数確認さ

れたものの（図2、図3にその事例を示す）、漂流物が床スラブ位置に衝突する場合には、外壁に衝突す

る場合に比べて被衝突部材の局所的な損傷が少ないため、建築物全体の応答に影響を与えると考えられ

る衝撃外力の力積および荷重が、外壁に衝突する場合よりも大きくなることが想定される。よって、こ

こでは、十分剛と仮定した床位置に漂流物が衝突することを想定し、漂流物の衝突エネルギーが被衝突

部材の損傷により吸収される効果は考慮しないこととする。 
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以上に示した漂流物の衝突条件のもと、船舶およびコンテナの衝突による衝撃外力を検討する。 

 

           
 図2 漂流物の衝突による外壁の損傷（名取市） 図3 漂流物の衝突による外壁の損傷（名取市）11) 

 

3.津波漂流物の衝突過程の検討 

 

3.1 船舶の衝突による衝撃外力 

一般に、一様金属棒が、その質量に比べ十分大きな質量を有する金属体に対し、材軸方向に弾性衝突

するとき、衝突に要する時間τ[s]は応力波が部材内を往復するのに要する時間として求まる12)（式(1)）。 

 

 τ=2L/ C0 (1) 

 

ここで、C0は一次元縦波速度[m/s]を、Lは材長[m]を、それぞれ表す。式(1)により得られる衝突時間τに

着目して計画された縮小模型実験により、船舶とコンクリートとの衝突による衝撃外力波形が得られて

いる13), 14)。しかし、本実験では船舶は弾性体として見なされており、得られた衝撃外力の最大荷重が、

船舶の船側外板（船舶の外側面を構成する鋼製部材）の座屈強度により定まる船首の破壊強度Pcr[tf]15)

より大きいため、実際の船舶の衝突では船首が破壊し、その強度により力積波形が定まると考えられる。

船首の破壊強度は船側外板の厚さの関数として表されており、ここに総トン数TG[ton]と船側外板の厚さ

との統計的な関係を適用すると、破壊強度Pcrは総トン数TGの関数として表される16)（式(2)）。さらに、

文献15)では、船首の変形が進行する間の荷重はPcrでほぼ一定となることが実験により確認されている。

よって、最大荷重F[kN]を船首の破壊強度Pcrによって定め（式(3)）、さらに衝突が継続する間はその荷

重が一定に保たれること、および完全非弾性衝突（反発係数e = 0、よって力積はmv）すること、の二つ

を仮定すると、荷重作用継続時間τは運動量mvを用いて式(4)により求まるため、船舶の衝突による衝撃

外力波形を式(3)および式(4)より得られる矩形パルス波とした。 

 

 Pcr=1.17TG
1/3 (0.82 TG

1/6+1)3 (2) 

 F=Pcr g (3) 

 τ=mv/F (4) 

 

ここで、mは漂流物の質量[t]を、vは漂流物の衝突速度[m/s]を、gは重力加速度[m/s2]を、それぞれ表す。

式(3)および式(4)を用いて荷重Fおよび荷重作用継続時間τを求めると、例えば総トン数200トンの船舶（排

水量を300tと仮定13)）が3m/sで衝突するとき、それぞれ1800kNおよび0.5sとなる。 

 

3.2 コンテナの衝突による衝撃外力 

コンテナが長手方向に衝突するときの衝撃外力については、実大衝突実験によりその時刻歴波形が得

られており、最大荷重Fを、上述の応力波が伝搬する有効な断面を考慮したコンテナの有効剛性k[kN/m]

を用いた式(5)により、荷重作用継続時間τを、完全弾性衝突（反発係数e = 1、よって力積は2mv）を仮定

した式(6)により、それぞれ求めた矩形パルス波と概ね一致することが確認されている5)。 
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 F= km v (5) 

 τ=2mv/F (6) 

 

よって、ここでもコンテナの衝突による衝撃外力波形を式(5)および式(6)により定まる矩形パルス波とし、

同二式を用いて荷重Fおよび荷重作用継続時間τを求めると、例えば20ftコンテナが3m/sで衝突するとき

には、それぞれ1300kNおよび0.01sとなる。 

 

4.まとめ 

 

津波漂流物となり得る船舶およびコンテナが建築物に衝突する際の衝撃外力について、津波来襲時の

記録映像および関連する既往研究に基づき検討した。その結果、漂流物の衝突速度は流速に等しいとし、

船舶は式(3)および式(4)、コンテナは式(5)および式(6)によりそれぞれ求まる最大荷重と荷重作用継続時

間を有する矩形パルス波により衝撃外力を設定することを提案した。 
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